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更

新 

研修修了 

後３ヶ月 

以内に申請 

主任介護支援専門員研修 
・実務経験５年以上で専門研修課程Ⅰ、Ⅱを受講し

ている者（他受講要件あり） 

※ 主任研修修了日から５年間の主任の有効期間が

付与されます。 

※ 主任研修を修了しても介護支援専門員証の有効

期間は更新できません。 

繰り返し 

★ 介護支援専門員証の有効期間の更新には「専門研修」（現任者向け研修）又は「更新研修」受講が必要です。 
★ 実務経験者として初めて受講する「専門研修」又は「更新研修」は、専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱとなります。  

★ 実務経験者として2回目以降に受講する「更新研修」又は「専門研修」は、専門研修課程Ⅱのみ受講となります。 
★「実務未経験者向け研修」を受講し、更新を行った後、実務に従事した場合は、専門研修課程Ⅰ、Ⅱいずれも受講する必要があります。 
★「実務未経験者向け研修」は「再研修」と同様のカリキュラムです。 

修了 

申請 

専門研修課程Ⅰ 
・就業後６ヶ月以上（就業後３
年以内の受講が望ましい） 

専門研修課程Ⅱ 
・就業後３年以上 

実 
 

務 
 

従   

事 
 

者 

 

実
務
未
経
験
者 

主任介護支援専門員更新研修 
・主任の有効期間の２年前から受講可（他受講要件あり） 
・修了者は更新研修受講が免除されます。 

・修了者は原則として主任の有効期間に介護支援専門員証の有効期間を合わ
せます。※ 

 

登録後 

５年以内 

に申請 

登録後 

５年経過 

再研修 

・登録後５年を経過後又は介護支援専
門員証失効後に介護支援専門員証の
交付を受けようとする者 

 

更  新  研  修 

【実務に従事している者（現任者向け研修）】 

 

専門研修課程Ⅰ・Ⅱ 

・有効期間の２年前から受講可 

有効期間：５年間 

専門研修課程Ⅱ 

・専門研修課程Ⅰを修了した者で、 

有効期間の２年前から受講可 
 

 

修了 

申請 

修了 

申請 

介護支援専門員証有効期間切れ・失効 介護支援専門員として従事する場合 
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専門研修課程Ⅱ 

・専門研修又は 

更新研修 

有効期間：５年間 

修了 

申請 

専門研修課程Ⅰ
専門研修課程Ⅱ 

・専門研修又は 

更新研修の専門

研修課程Ⅰ、Ⅱ 

いずれも受講が

必要。 
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務
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験
者
向
け
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修 

を
受
け
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新
し
、
そ
の
後
、

実
務
に
従
事
し
た
者 

修了 

申請 

実務未経験者向け研修 

・証の有効期間の更新を受けよう 

とする者 

・有効期間の２年前から受講可 

【
証
の
有
効
期
間
に
実
務 
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更

新 

修了 

申請 

主任を更新 
する場合 

主任を更新 
しない場合 

専 門 研 修 課 程 Ⅱ 
・証の更新のためには、専門研修又は更新研修を受講が必要です。 
・主任の有効期間内に主任更新研修が受講できない場合も受講が必要です。 

介
護
支
援
専
門
員
証 

の
有
効
期
間
の
更
新 

主任を更新 
する場合 

主任を更新 
しない場合 

主任介護支援 

専門員更新研修 

専門研修課程Ⅱ 

有効期間：５年間 

【
更
新
研
修
又
は
専
門
研
修
】 

繰り返し 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 主任介護支援専門員更新研修修了後の有効期間の取扱いについては、平成30年１月時点の取扱いになります。                    

介護支援専門員の資格登録、介護支援専門員証の交付・更新、法定研修等の対応関係 


